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公益社団法人日本看護協会（会長：高橋弘枝、会員 75万人）は 3月 11日、文部科学

省初等中等教育局の望月禎局長に、同 12 日は高等教育局の奥野真審議官に、伊藤学司

局長に宛てた「令和 8年度予算・政策に関する要望書」を提出しました。 

報道関係の皆さまにおかれましては、要望の趣旨をご理解いただき、さまざまな機会

にご紹介いただきますようお願い申し上げます。 

■初等中等教育局 

准看護師制度は約 70 年前に創設された資格であ

り、教育内容は看護師とは大きく異なります。医療現

場では准看護師に本来の教育以上の役割や業務が求

められてきた歴史があり、本会は一貫して准看護師

養成の停止を求めてきました。 

現在、准看護師養成所と高等学校衛生看護科にお

いて准看護師養成が行われていますが、医療の高度

化や高齢化の進展、地域包括ケアシステムの推進に

より、人々の療養の場が多様化する中、求められる看

護ニーズに応えるには高い実践能力が必要です。こ

うした状況を踏まえ、本会は、現代の医療・社会の

ニーズに対応した看護職養成の必要性を訴え、高等

学校衛生看護科における准看護師養成の停止を要

望しました。 

高橋会長は「高等学校衛生看護科の入学定員充足率は低いことに加え、卒業生のほと

んどは准看護師として就業するのではなく、看護師資格取得を目指して進学している現

状がある」とした上で、「現在の医療・社会の二ーズに即した看護職養成を進めてほし

い」と述べました。 

望月局長は、本会の要望に理解を示した上で「准看護師制度の課題については全体で

考える必要があるだろう。医療現場で以前より専門的な役割を求められることを示して

いけるといい」と考えを示しました。 

 

 

望月局長（左）に 
要望書を手渡す高橋会長 

文部科学省初等中等教育局へ要望 

高等教育局へ要望 

高等学校衛生看護科における准看護師養成の停止を 

大学4年間での看護師教育、 

保健師・助産師教育の大学院教育への移行を 



News Release 
報道関係者各位            公益社団法人 日本看護協会 広報部 

2025年 3月 24日 

                                        
＜リリースの問合せ先＞ 公益社団法人日本看護協会  広報部 

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前 5-8-2 電話：03-5778-8547  FAX：03-5778-8478 

Eメール koho@nurse.or.jp  ホームページ https://www.nurse.or.jp/ 

 

■高等教育局 

医療の高度化や高齢化の進展により、人々の療養の場

は医療機関から地域のあらゆる場へと広がり、看護師に

はより高い実践能力が求められています。 

看護師には、多様な場において患者・利用者の状態を

的確に観察・判断し、適切に対応するための実践能力の

向上が不可欠です。このため、基礎教育の強化が必要と

なっています。また、保健師・助産師についても、あら

ゆる世代や場で必要なケアを提供するため、十分な教育

時間の確保が求められています。本会は、これらの課題

に対応するため、大学 4 年間での看護師教育および、保

健師・助産師教育の大学院教育への移行を要望しまし

た。 

高橋会長は「現行の教育課程は、修業年限を前提と

した教育内容であるため限界である。今後の看護師の役割拡大を見据え、質の高い看護

系人材の養成を推進してほしい」と訴えました。 

 奥野審議官は看護教育について「看護師の専門性が高まり、その役割が広がっている

ことは承知している。看護師に求められるものも高度化している」とした上で、「国家資

格を置きつつも、国家資格の一点ではなく、その資格取得のプロセスをみるため、看護

学教育モデル・コア・カリキュラムの改訂を進めている」と述べました。さらに、保健

師・助産師教育に関し「各大学では、それぞれの国家資格を学部 4年だけでみるのでは

なく、学部と大学院をあわせた教育体制の提供を判断され、文科省としても、しっかり

とその方向性を後押ししたい」と応じました。 

奥野審議官（左）に 
要望書を手渡す高橋会長 



文部科学省

初等中等教育局長望月禎殿

准看護師制度は、約70年前に戦後の急激な病院増設による看護師需要を補う必要があっ

たことから、中学校卒業を要件として看護師を補助するために創設された資格です。准看護師

は、医師、歯科医師又は看護師の指示を受けて「診療の補助」と「療養上の世話」を行うことを

業とすることから、指示を前提とした教育が行われ、看護師の教育とは内容・時間ともに大きく

異なります。

しかし、現場において、准看護師は受けている教育以上の役割や業務を求められてきた

歴史があり、本会では制度創設以後、一貫して准看護師養成の停止に取組んできました。

時代は大きく変化し、現代の看護職には、医療の高度化、高齢化の進展に伴う患者像の複

雑化、さらに、地域包括ケアシステムの推進により、人々の療養の場が多様化する中で看護を

提供できる高い実践能力が求められています。現在、准看護師養成所ならびに高等学校衛

生看護科において准看護師養成が行われていますが、こうした医療・社会の二ーズに対応し、

業務を担河哉能としては不十分な点があります。

実際の医療現場等においても看護師が求められており、准看護師の就業者数は大幅に減

少している傾向にあるほか、将来、看護職を志す者についても、看護師資格の取得を志向し

ています。

つきましては、こうした准看護師制度の課題ならびに社会情勢を踏まえ、現在の医療・社会

の二ーズに即した看護職養成を行うために、高等学校衛生看護科における准看護師養成を

停止するよう要望いたします。

令和8年度予算・政策に関する要望書

公益社団法人

会長

令和7年3月Ⅱ日

日本看護協会

高橋弘

長謹臼
棚剛
妥陶嵩

0 准看護師養成の停止及び准看護師制度に関する課題解決

要望事項





文部科学省

高等教育局長伊藤学司殿

医療の高度化や高齢化の進展に伴う患者像の複雑化、地域包括ケアシステムの推進によ

り、人々の療養の場が、医療機関から地域のあらゆる場に広がっています。

2040年に向けさらなる高齢化が進展することが見込まれる中、入院医療、外来・在宅、介護

との連携強化やICTの活用、医療DXへの対応による効果的・効率的な医療提供等、新たな

課題への対応も求められています。

人口減少社会においても、質の高い看護人材を確保し、全世代の療養を支援していくため

には、保健師・助産師・看護師ともに、幅広い知識と高い判断力を備え>患者・利用者をはじめ、

さまざまな関係者とのコミュニケーションや調整を図りながらケアを提供できる高い実践能力が

必要です。

とりわけ看護師には、多様な場において患者・利用者の状態を的確に観察・判断し、適切に

対応するための実践能力の向上が不可欠であり、基礎教育の強化が喫緊の課題です。

また、保健師・助産師についても、専岡職としてあらゆる世代や場において、必、要なケアを

提供するため、それらの基盤となる教育時間の確保が求められています。

つきましては、大学 4年間での看護師教育および保健師・助産師教育の大学院教育への

移行について、ご尽力を賜りますよう要望いたします。

令和8年度予算・政策に関する要望書

公益社団法人

会長
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日本看護協会

高橋弘
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0 質の高い看護系人材の養成推進

重点要望事項
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